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し
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の
他

見直し額

高校教育課管理事業 ○ S35 55 3 ○ 1,357 0 0 1,357 ○ 0

高校生奨学事業 ○ H14 13 1 ○ 63,215 0 62,650 565 ○ ○ 0

高校生奨学給付金事業 ○ H26 1 1 ○ 40,613 13,537 0 27,076 ○ 0

中高一貫教育校（併設型）設置事業 ○ H25 2 2 ○ 126,527 0 102,650 23,877 ○ ○ △ 116,808

定時制通信制課程修学奨励金 ○ S50 40 1 ○ 3,528 0 0 3,528 ○ ○ ○ 0

学力検査問題作成事業 ○ S38 52 1 ○ 4,870 0 12,109 △ 7,239 ○ ○ ○ △ 106

環境・エネルギー教育支援事業 ○ H15 12 1 ○ 26,000 26,000 0 0 ○ ○ ○ △ 26,000

ふるさと教育推進事業 ○ H26 1 1 ○ 1,076 0 1,076 0 ○ 0

近畿高等学校総合文化祭 ○ S56 34 2 ○ 16,322 0 0 16,322 ○ ○ ○ ○ △ 16,322

全国高等学校総合文化祭 ○ H11 15 1 ○ 5,551 0 0 5,551 ○ ○ ○ ○ △ 3,788

スクールカウンセラー配置事業（定時制・通信制高校） ○ H22 5 1 ○ 4,442 1,698 0 2,744 ○ ○ ○ ○ △ 162

スクールソーシャルワーカー配置事業（定時制・通信制高校） ○ H22 5 1 ○ 1,936 645 0 1,291 ○ ○ ○ 0

フリースクール支援事業 ○ H22 5 1 ○ 600 0 0 600 ○ ○ △ 60

学校教育団体振興事業 ○ S35 55 1 ○ 431 0 0 431 ○ ○ 0

文化部活動振興事業 ○ S57 33 1 ○ 900 0 0 900 ○ ○ ○ △ 188

高校生学力向上推進事業 元気な社会 ○ H23 4 1 ○ 26,656 0 4,302 22,354 ○ ○ ○ ○ 0

優良授業モデル等実践事業 元気な社会 ○ H25 2 1 ○ 99 0 0 99 ○ △ 99

企業連携型地域産業担い手育成事業 元気な社会 ○ H24 3 1 ○ 14,968 14,963 0 5 ○ ○ ○ △ 183

実践的農業教育強化事業 元気な社会 ○ H25 2 1 ○ 733 0 0 733 ○ △ 88

職業系学科教員授業力向上事業 ○ H24 3 1 ○ 731 0 731 0 ○ ○ ○ △ 1,038

職業系生徒発　実習・学習成果発表事業 ○ H24 3 2 ○ 2,040 2,040 0 0 ○ ○ ○ ○ △ 241

スーパーサイエンスクラブ設置事業 元気な社会 ○ H23 4 1 ○ 4,033 0 0 4,033 ○ ○ ○ △ 1,699

目指せ　全国科学オリンピック事業 元気な社会 ○ ○ H23 4 1 ○ 1,603 0 731 872 ○ ○ ○ △ 1,603

ふくいサイエンス顕彰事業 ○ H21 6 1 ○ 461 0 0 461 ○ ○ △ 46

福井テクノロジーアカデミー事業 ○ H26 1 1 ○ 3,680 3,680 0 0 ○ 0

高校生就職支援事業 ○ H21 6 1 ○ 2,767 0 0 2,767 ○ ○ ○ △ 279

障害児いきいき社会自立推進事業 ○ H7 20 1 ○ 1,112 0 0 1,112 ○ ○ ○ ○ ○ △ 113

特別支援教育担当教員養成派遣事業 ○ S50 40 1 ○ 277 0 0 277 ○ ○ ○ 0

医療的ケアサポート推進事業 ○ H17 10 1 ○ 208 0 0 208 ○ ○ ○ ○ 0

発達障害児教育推進事業 元気な社会 ○ H18 9 1 ○ 2,124 0 0 2,124 ○ ○ ○ △ 111

特別支援学校スクールカウンセラー等の外部専門家活用事業 ○ H22 5 1 ○ 821 0 0 821 ○ ○ △ 278

特別支援教育支援体制構築事業 ○ H24 3 1 ○ 2,558 2,558 0 0 ○ ○ ○ 0

地域で学び育てる特別支援教育モデル事業 元気な社会 ○ H25 2 1 ○ 4,981 4,981 0 0 ○ 0

「ともに働く」就労応援事業 元気な社会 ○ H26 1 1 ○ 7,898 7,174 724 0 ○ 0

福井県心身障害児就学指導委員会 ○ S42 48 1 ○ 276 0 0 276 ○ ○ ○ 0

社会教育指導管理費 ○ S62 28 2 ○ 5,020 0 0 5,020 ○ △ 4,687

36 29 5 3 42 36 0 380,414 77,276 184,973 118,165 9 9 2 5 5 1 2 3 3 5 3 7 1 1 0 0 1 14 1 17 0 2 0 1 0 △ 173,899

事            業           名
事業
開始
年度

一般会計

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

福井新々元気宣言
における位置付け

平成
26年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）高校教育課

会計区分

課・室名



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 □ ■ S35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

3,898 4,361 4,758 2,277

2,510 2,845 4,454 2,277

1,803 2,299 3,331 1,939

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

指標

[事業目的]

　高校教育課の管理運営に要する経費

　１　高校教育課運営費
　２　福井県産業教育審議会
　３　教科書採択事業

[予算額および指標の推移等]

△ 4.8%

△ 17.9%

経過年数
事　業
開　始
年　度

国　庫

10.2%

一般会計
特別会計
企業会計

事務区分県　単

その他

会計区分

含まれる事業数

高校改革推進

〕　　　＝　　　〔

継　　続■

県の内部事務にかかる経費であり、成果指標の設定に適さない

千　円

□

□

終期の見直し

完　　了

事業終了
予定年度

結果分類

そ の 他廃　　止

見　直　し　額

□

休　　止

□

□

 〕　／　整備目標

□

平均伸び率

拡　　充

事業開始後の見直し状況

２６年度

縮　　減

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応
□ 整理統合

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　高校（特別支援学校 高等部を含む）の教科書については、生徒や学校の特性・実情を反映した
適切な採択がなされている。

　各種会議や審議会、教科書採択等の費用であるため、今後も継続する。

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属 教育 高校教育

高校教育課管理事業

法定受託事務

庁

□

事 業
区 分

（単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

　高校（特別支援学校 高等部を含む）の教科書採択に当たって、県教育委員会での
採択承認を行っている。

事      業      名

県の内部事務にかかる経費であり、活動指標の設定に適さない

実行予算

補 助 金

そ の 他

1,357

1,357

1,357

その他特定財源

1,357

計 画 の 達 成 状 況

指標

一　般　財　源

国　　　　　庫

[事業の評価]

財源内訳

県立高校再編に係る会議経費（２２年度～）

普通科系高校検討に係る会議経費（２３年度～）

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

の推移

平成２６年度予算額区　　　　　　分

事業効果

成果

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 13 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

143,877 140,572 122,658 85,932

140,043 193,001 103,941 87,878

137,751 191,328 102,153 87,770

408 404 318 328

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□

　学力要件を問わず（大学、短期大学を除く）、家計の状況が一定基準以下の生徒に対して奨学育英資金の貸付を行う。

千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

終期の見直し

完　　了

そ の 他

見　直　し　額

拡　　充 □ 縮　　減 □

継　　続 □ 休　　止所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

　経済的理由により修学困難な高校等の生徒に対する奨学金の貸付が適正に実施されている。

　学力を問わず等しく教育を受ける機会を確保することができるようにするため、今後も継続す
る。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 62,650

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 63,215 福井県奨学金管理システム構築事業（２２年度のみ）8,005千円→２５年度改修
奨学生の基本情報や貸付、償還情報、財務管理を可能とするシステム

東日本大震災の被災生徒に対する奨学金（２３年度～）

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

Ⅳ

565

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 交付金対象者数

指標

△ 6.4%

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 63,215 △ 13.0%

決 算 額 の 推 移 △ 7.3%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 51,270 △ 21.3%

[事業目的]

　経済的な理由により修学が困難な高校生等に対して奨学育英資金の貸付を行い、等しく教育を受ける機会を確保することができるよう努める。

［事業内容］

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

その他 法定受託事務

国　庫
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

経過年数 事務区分

事      業      名 高校生奨学事業 含まれる事業数
事 業
区 分

実行予算

庁 高校教育

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 高校改革推進

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ □ H26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　低所得世帯の授業料以外の高校教育費に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機会の均等を図る
ため、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　保護者（親権者）が県内に住所を有し、市町村民税所得割額が非課税である者に対して、給付金
の給付が適正に実施されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 13,537

その他特定財源

一　般　財　源 27,076

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 40,613

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 給付金支給者数 522

事業効果 指標

0.0%

決 算 額 の 推 移

活動

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 40,737 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 40,613

法定受託事務

[事業目的]

　低所得世帯の授業料以外の高校教育費に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機会の均等を図る。

［事業内容］

　保護者（親権者）が県内に住所を有し、市町村民税所得割額が非課税である者に対して支給する。
　　＜支給要件＞
　　　・市町村民税所得割非課税世帯（世帯収入２５０万円未満程度）
　　　・平成２６年４月以降の入学者が対象（学年進行）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 高校生奨学給付金事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 高校改革推進

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

875

875

812

7回

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 高校改革推進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 中高一貫教育校（併設型）設置事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　中高一貫教育校（併設型）の設置に向けて、全体構想や保護者等に対する説明会の開催、入学者選抜の実施等、必要な準備を進める。

［事業内容］

　・中高一貫教育校（併設型）の全体構想、施設・設備の整備、入学者選抜方法等について検討
　・保護者等に対する地域説明会の開催
　・入学者選抜の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 126,527 14,360.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 126,527 14,360.2%

決 算 額 の 推 移 0.0%

活動 保護者等に対する地域説明会開催 6回 △ 14.3% Ⅳ

事業効果 指標

の推移 成果

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 126,527 成果指標について、当事業は中高一貫教育校の開校に向けた準備を着実に進めるこ
とを目的としており、定量的に成果を把握することは困難である。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 102,650

一　般　財　源 23,877

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　平成２７年４月開校の中高一貫教育校の詳細について、県内５地域で説明会を開催し、保護者に
対して周知を図っている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　開校に向けた施設整備は完了するが、学校説明会の開催、入学者選抜の実施等は、今後も継続す
る。

見　直　し　額 △ 116,808 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S50 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 40 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

5,880 6,888 5,880 4,872

5,208 4,466 4,368 2,856

4,564 4,088 3,738 2,562

29 27 25 16

5 13 10 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　経済的理由により修学困難な生徒に貸与することで、教育の機会均等が図られている。

継　　続 □ 休　　止 □

整理統合 □ 廃　　止 □

完　　了

そ の 他

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

■

　経済的理由により修学困難な生徒に対する修学機会の確保のため、今後も継続する。

見　直　し　額

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一　般　財　源 3,528

[事業の評価]

平成１７年度から勤務証明書を徴し、勤務実績がない月に係る支給を停止

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

3,528予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

39.0%

△ 6.3% Ⅳ

Ⅰ

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 貸与者数 20

指標 高校卒業者数

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 △ 16.8%

活動

△ 6.9%

4,368

　貸与対象高校　　定時制設置校　７校（丸岡・大野・鯖江・武生・敦賀・若狭・道守）、通信制設置校　１校（道守）

　貸与額（月額）　１４，０００円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
△ 6.2%

法定受託事務

[事業目的]

　勤労青少年の高等学校定時制・通信制課程における修学を推進し、教育機会の均等を図る。

［事業内容］

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,528

事務区分

そ の 他

事      業      名 定時制通信制課程修学奨励金 含まれる事業数
事 業
区 分

当 初 予 算 額 の 推 移

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S38 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 52 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,699 4,713 5,260 4,738

4,699 4,713 5,260 4,738

4,650 4,551 5,039 6,014

8,650 8,650 8,500 8,500

6,395 6,557 6,232 6,325

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　県立高等学校入学者選抜試験が毎年、適正かつ的確に実施されている。

継　　続 □ 休　　止 □

整理統合 □ 廃　　止 □

完　　了

そ の 他

△ 106

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□

　県立高等学校入学者選抜試験を適正かつ的確に実施するため、今後も継続するが、中学校卒業者
数の減に伴い、印刷製本費を縮減する。

見　直　し　額

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

12,109財源内訳

国　　　　　庫

4,870

一　般　財　源 △ 7,239

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

その他特定財源

特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

Ⅲ

事業効果 指標 出願者数 △ 0.3% Ⅲ

8,500

決 算 額 の 推 移 9.3%

活動 問題用紙印刷数 △ 0.4%

1.2%

4,870

　県立高等学校入学者選抜のための学力検査の問題および解答用紙等の印刷

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
1.2%

法定受託事務

[事業目的]

　県立高等学校入学者選抜のための学力検査問題の作成を行う。

［事業内容］

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,870

事務区分

そ の 他

事      業      名 学力検査問題作成事業 含まれる事業数
事 業
区 分

当 初 予 算 額 の 推 移

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

26,000 26,000 26,000 26,000

22,465 19,917 24,585 22,562

21,797 19,246 23,228 22,562

125 31 84 90

99.3% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 高校改革推進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 環境・エネルギー教育支援事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

 環境・エネルギー教育について、地域の特色に応じた環境・エネルギー教育に対する活動を支援することにより、県立高等学校の生徒および教職員の理解を深め、自ら考え、判断する力を育成する。

［事業内容］

　・県立高等学校における環境・エネルギー教育の取組みを支援する。
　　１　現地見学会（環境・エネルギー教育に関連する施設等を見学し、生徒の関心を高め、理解を深める。）
　　２　講師派遣（講師の講演や意見交換会での指導・助言を受けることを通じて、生徒の理解を深める。）
　　３　教材・教具の活用研究（環境・エネルギー教育に関する教材・教具の活用方法を研究し、生徒の理解を深める。）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 26,000 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 26,000 4.8%

決 算 額 の 推 移 2.0%

活動 補助対象校数 11 3.8% Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 環境教育取組率 100.0% 0.2% 環境教育取組校／全県立高等学校・全公立小中学校（分校含む） Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 26,000

財源内訳

国　　　　　庫 26,000

その他特定財源

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　本事業による支援により、環境・エネルギー教育への取組みが浸透している。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　本事業は完了するが、今後は、小学校、中学校、高校が毎年事業実施するように事業内容の見直
しを図る。

見　直　し　額 △ 26,000 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　本県の中学１年生から高校３年生が、先人から学ぶことで、ふるさと福井のことを知り、これか
らの社会を担う人材となる教育を推進するため、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　中学生や高校生が学ぶための読本を作成するため、教材の構成や掲載する先人の選定を適正かつ
的確に実施している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 1,076

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,076

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

事業効果 指標

0.0%

決 算 額 の 推 移

活動 読本配布数

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,076 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,076

法定受託事務

[事業目的]

 本県ゆかりの先人の生き方や考え方等を中学生や高校生が学ぶための読本を作成し、学校教育活動でのふるさと学習を通して福井について理解を深める。

［事業内容］

　本県ゆかりの先人について読本を作成し、学校に配布・活用

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふるさと教育推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ S56 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 34 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

2,457 2,114 2,924 9,657

2,457 1,416 2,426 9,127

2,278 1,321 2,316 6,807

292 259 239 454

14 13 13 18

29 29 29 29

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 教育 庁 高校教育

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

授業力向上

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 16,322

事務区分

そ の 他

事      業      名 近畿高等学校総合文化祭 含まれる事業数
事 業
区 分

当 初 予 算 額 の 推 移 80.9%

法定受託事務

[事業目的]

　近畿２府８県の高校生による芸術文化活動の総合発表会を本県で開催し、生徒相互の交流と研鑽を深めるとともに、心豊かな人間性の育成を目指す。
　また、各地域の伝統文化の継承や新しい芸術文化の創造を通じて、高校における文化活動の振興に資する。

［事業内容］

その他

96.0%

16,322

　第３４回 近畿高等学校総合文化祭 福井大会の開催
　　　　・開催日　　　平成２６年１１月７日（金）～１６日（日）１０日間
　　　　・参加者数　　６，４５３名

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

5.1% Ⅰ

6,453

決 算 額 の 推 移 75.7%

活動 近畿総文参加生徒数 348.1%

の推移 成果 県高文連加盟部会数 29

Ⅰ

事業効果 指標 近畿総文参加部門数 16

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

0.0% Ⅱ

指標

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

16,322予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 16,322

[事業の評価]

バス借上げ、道具運搬に係る補助率10/10を、２１年度から1/2に見直し
生徒宿泊、教員宿泊に係る補助率10/10を、２１年度から1/3に見直し

財源内訳

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□

　福井大会は平成２６年度に完了するが、福井大会の開催を機に芸術文化活動への関心が高まって
おり、さらなる機運高揚や資質向上のため、他県開催時の派遣は、今後も継続する。

見　直　し　額

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了

そ の 他

△ 16,322

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

　近畿高等学校総合文化祭という具体的な目標があることで部活動の活性化が図られており、生徒
および指導教員の文化的資質の向上にもつながっている。

継　　続 □ 休　　止 □

整理統合 □ 廃　　止 □

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

9,941 8,914 3,573 9,003

4,406 2,672 2,897 5,517

4,406 2,671 2,897 5,517

124 93 268 213

15 13 21 20

29 29 29 29

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　全国高等学校総合文化祭という具体的な目標があることで部活動の活性化が図られており、生徒
および指導教員の文化的資質の向上にもつながっている。

継　　続 □ 休　　止 □

整理統合 □ 廃　　止 □

完　　了

そ の 他

△ 3,788

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□

　全国高等学校総合文化祭（１５年度）、近畿高等学校総合文化祭（２６年度）の開催を機に芸術
文化活動への関心が高まっており、さらなる機運高揚や資質向上のため今後も継続するが、開催県
の変更に伴い、参加経費等を縮減する。 見　直　し　額

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一　般　財　源 5,551

[事業の評価]

生徒宿泊に係る補助率1/2を、１８年度から1/3に見直し ２２年度：宮崎県での開催（口蹄疫の影響）
２３年度：福島県での開催（東日本大震災の影響）
　のため、予算額および指標の推移の算定上は除外

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

5,551予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

0.0% Ⅱ

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 県高文連加盟部会数 29

指標

Ⅰ

事業効果 指標 全国総文参加部門数 16 5.9% Ⅰ

201

決 算 額 の 推 移 19.8%

活動 全国総文参加生徒数 34.3%

15.0%

7,502

　第３８回 全国高等学校総合文化祭 茨城大会への参加
　　 開催日程　平成２６年７月２７日～７月３１日（５日間）
　　 開催場所　茨城県内の全市町村
　　 参加予定人数　２１２人

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
16.3%

法定受託事務

[事業目的]

　高等学校生徒に対し芸術文化活動を全国規模で発表する機会を設けることにより、文化活動への参加意欲を喚起し、創造的な人間育成を図る。
　また、幅広い分野、年代層にわたる生徒相互の交流・親睦を図る。

［事業内容］

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,551

事務区分

そ の 他

事      業      名 全国高等学校総合文化祭 含まれる事業数
事 業
区 分

当 初 予 算 額 の 推 移

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,116 4,116 4,514 4,559

4,116 4,293 4,514 4,559

3,992 4,018 3,713 4,013

3 3 3 3

1,242 826 879 850

1.67 1.58 1.07 1.2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

生徒指導・学校同和教育

　スクールカウンセラーによる生徒へのカウンセリング、保護者等への助言・援助を行うことで、
生徒の心の悩みへの対応の充実が図られている。

継　　続 □ 休　　止 □

整理統合 □ 廃　　止 □

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了

そ の 他

△ 162

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

財源内訳

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□

　被災地域からの受入生徒減に伴い、配置数を見直し縮減するが、スクールソーシャルワーカーに
よる直接的な働きかけとともに、スクールカウンセラーによる心理的支援を今後も継続する。

見　直　し　額

〕　　　＝　　　〔

一　般　財　源 2,744

[事業の評価]

東日本大震災の被災生徒に対する国庫委託事業（２３年度～）予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

Ⅳ

その他特定財源

4,442

計 画 の 達 成 状 況

1,698

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

指標

△ 8.5% 不登校生徒数÷在籍生徒数×100

3活動

の推移 成果 不登校出現率

△ 33.2%

2.0%

Ⅱ

事業効果 指標 相談件数 △ 10.1% Ⅳ

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

スクールカウンセラー配置数 0.0%

2.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

4,442

決 算 額 の 推 移

事業終了
予定年度

そ の 他

自 治 事 務

4,442

（単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

高校教育

[事業目的]

　いじめ、不登校、暴力行為等の問題行動への対応や生徒の心のケアを行う専門家を配置し、問題行動等の未然防止のほか早期発見、早期解決を図る。

事務区分

事      業      名 スクールカウンセラー配置事業（定時制・通信制高校）
事　業
開　始
年　度

　１　スクールカウンセラーの配置
　　　　臨床心理士、精神科医、大学教官（心理学専攻）やこれに準ずる者３名を定時制・通信制高校７校に配置

　２　スクールカウンセラーの活用
　　　　生徒および教職員へのカウンセリング
　　　　教職員および保護者への助言・援助

経過年数

その他 法定受託事務

事 業
区 分福井新々元気宣言に

おける位置付け

県　単 補 助 金

国　庫 実行予算

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

［事業内容］

所　　属

含まれる事業数

教育 庁
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,696 1,696 1,936 1,936

1,696 1,936 1,936 1,936

1,632 1,753 1,603 1,828

2 2 2 2

245 211 299 496

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　スクールソーシャルワーカーによる生徒を取り巻く社会環境への働きかけを実施することで、不
登校等の課題解決への対応の充実が図られている。

継　　続 □ 休　　止 □

整理統合 □ 廃　　止 □

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了

そ の 他

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

財源内訳

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

■

　スクールカウンセラーによる心理的支援とともに、スクールソーシャルワーカーによる直接的な
働きかけを継続する必要がある。

見　直　し　額

平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,291

[事業の評価]

その他特定財源

1,936

計 画 の 達 成 状 況

645

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 対応事案数

指標

31.2%

Ⅱ

事業効果 指標

2

3.5%

区　　　　　　分

活動 スクールソーシャルワーカー配置数 0.0%

3.5%２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,936

決 算 額 の 推 移

２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

△ 31.5%

そ の 他

1,936

事務区分

　１　スクールソーシャルワーカーの配置
　　　　社会福祉士、精神保健福祉士、過去に教育または福祉の分野における活動経験を有する者　２名を定時制・通信制高校７校に配置

　２　スクールソーシャルワーカーの活用
　　　　学校内問題解決チームおよび関係機関ネットワークの構築、調整
　　　　生徒の家庭環境や社会環境への働きかけ、隠れた問題発見のための生徒に対する相談活動

当 初 予 算 額 の 推 移

　生徒とその生活環境に働きかけ、家庭や学校、地域の橋渡しを行う専門家を配置し、教育相談体制の充実を図る。

［事業内容］

事業終了
予定年度

国　庫事      業      名 スクールソーシャルワーカー配置事業（定時制・通信制高校） 含まれる事業数 自 治 事 務

事 業
区 分

実行予算
事　業
開　始
年　度

（単位：千円）

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

[事業目的]

法定受託事務

教育 庁 高校教育

経過年数

その他

生徒指導・学校同和教育

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 高校改革推進 Ｇ

1 □ □ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,000 1,000 1,000 600

1,000 1,000 1,000 600

1,000 1,000 1,000 600

12 12 9 17

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

廃　　止

□

□

指標

成果

21.3%

予　算　額　（単位：千円）

見　直　し　額

整理統合

決 算 額 の 推 移

　不登校等による高校中退者の自立をサポートし、不登校生徒の受け皿となる民間団体と連携して
高卒資格の取得を可能とする環境づくりを行うため、支援を継続するが、施設借上料に対する支援
を縮減する。

△ 13.3%２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 600

　民間団体による高卒資格の取得を可能とする環境づくりが実施されており、高校中
退者に対する就学機会の確保が図られている。

平成２６年度予算額

※数値設定が困難なため、特記事項に記載

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

□

［活動指標、成果指標に対する評価］
[事業の評価]

財源内訳

□

終期の見直し縮　　減

千　円

そ の 他□

■
　不登校等による高校中退者の自立支援のため、生徒・保護者へのカウンセリング等のサポートが
行われている。

区　　　　　　分

完　　了

一　般　財　源

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業効果

所属の

方　針

休　　止継　　続

指標

その他特定財源

国　　　　　庫

拡　　充

600

評価に基

づく今後

の 対 応

△ 60

□

600

□

事業開始後の見直し状況

含まれる事業数

平均伸び率

[予算額および指標の推移等]

２６年度

の推移

生徒・保護者へのカウンセリングの実施回数

　不登校等による高校中退者の自立をサポートするため、民間団体と連携して高卒資格の取得を可能とする環境づくりを行う。

　不登校生徒の受け皿となるフリースクールへの支援

当 初 予 算 額 の 推 移
結果分類目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

庁

△ 46.7%

所　　属

そ の 他

経過年数
事　業
開　始
年　度

△ 10.0%600

区　　　　　　分

事 業
区 分

フリースクール支援事業

［事業内容］

[事業目的]

特別会計
企業会計

教育 高校教育

補 助 金

活動

法定受託事務

自 治 事 務

Ⅰ

国　庫

県　単

その他

実行予算

一般会計

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

事      業      名

事務区分
事業終了
予定年度福井新々元気宣言に

おける位置付け

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,455 1,373 1,373 1,239

1,455 1,373 1,373 1,239

1,455 1,313 1,373 1,239

6 6 6 6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　特別支援教育、教科別教育に関係する学校教育団体に助成を行うことにより、高校教育の水準向
上につながっている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し

千　円

廃　　止 □ そ の 他

一　般　財　源 431

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　研究会や研修会などの活動が精力的に行われており、教育の振興を図るため、今後も支援を継続
する。

予　算　額　（単位：千円） 431 (財)日本経済教育センター賛助負担金を２２年度から廃止
福井県産業教育振興会、福井県高等学校文化連盟、福井県高等学校定時制通
信制教育振興会連合会、福井県高等学校校外補導連盟補助金を平成２６年度か
ら休止

□ 整理統合 □

見　直　し　額

産業教育や特別支援教育のほか教育研究会等の活動の充実が図られている。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

指標

Ⅳ

事業効果 指標

活動 補助教育団体数 2 △ 16.7%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 431 △ 20.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 431 △ 20.2%

[事業目的]

　学校教育団体等に対する助成を行うことにより、教育活動の充実・向上を図る。

［事業内容］

　学校教育団体や研究大会等への補助

決 算 額 の 推 移 △ 5.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

事      業      名 学校教育団体振興事業 含まれる事業数

法定受託事務

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

所　　属 教育 庁

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

高校改革推進高校教育

－１４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ S57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,000 1,000 1,000 900

1,000 1,000 1,000 900

1,000 1,000 1,000 900

45 45 45 45

18 16 11 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

終期の見直し■ 縮　　減 □

千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

そ の 他

見　直　し　額 △ 188

拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

　文化部の活動を行う上で各種大会への器具・用具の運搬費用が多額であるため、これに補助し負
担軽減を行うことにより、活動の活性化が図られている。

　高校生による芸術文化活動を推進し、その活性化を図るため、今後も支援を継続するが、運搬費
用補助を縮減する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円） 900 平成１５年度で消耗品補助金を廃止

平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 900

指標

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

全国大会優秀成績数 △ 17.2% Ⅳ

事業効果 指標

の推移 成果

△ 2.5%

２６年度 平均伸び率

活動 高文連活動事業数 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 900 △ 2.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 900

決 算 額 の 推 移 △ 3.3%

区　　　　　　分

[事業目的]

事　業
開　始
年　度

そ の 他

事      業      名 文化部活動振興事業 含まれる事業数
事 業
区 分福井新々元気宣言に

おける位置付け

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上

Ⅱ

　福井県高等学校文化連盟に所属する吹奏楽や演劇など２９部会を対象に、地区大会、県大会および全国大会への参加に当たって必要となる器具、用具等の運搬費に係る補助を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

経過年数県　単 補 助 金

その他

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

法定受託事務

国　庫 実行予算

目標値、指標の積算根拠等

事業終了
予定年度

　高等学校の文化部における活動の活性化、芸術文化の振興を図る。
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

24,687 27,478 27,441

24,687 31,424 27,441

23,334 30,736 26,031

50% 66% 75%

550 575 522

126 120 124

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
そ の 他

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □□

所属の

方　針

終期の見直し
　生徒の学力向上や進路指導の充実に向けた活動により、より多くの生徒の進路志望を実現するこ
とができる。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

　高校生の学力向上には、生徒の学習意欲の高揚に加え、教員の指導力向上と進路指導の充実が不
可欠であることから、受験指導のエキスパートとなる教員等を養成し、進学指導体制を強化する。

縮　　減 □

一　般　財　源 22,354

[事業の評価]

拡　　充
［活動指標、成果指標に対する評価］

予　算　額　（単位：千円） 26,656

区　　　　　　分 平成２６年度予算額

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 4,302

計 画 の 達 成 状 況

△ 0.7% 　　〃 Ⅲ

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

の推移 成果 難関１０大学合格者（県立現役）

指標

高校教育課調査 Ⅰ

事業効果 指標 難関１０大学志望者（県立現役） △ 2.3% 　　〃 Ⅲ

活動

その他

[事業目的]

授業満足度 77% 16.1%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 26,656 2.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

26,656 3.9%

決 算 額 の 推 移 8.2%

事務区分

含まれる事業数

［事業内容］

　１　進路指導等の強化
　　　　・進路実現対策講座（土曜チャレンジセミナー、冬期・春期セミナー、センター試験プレテスト等）の開催
　　　　・二次試験対策用学習アドバイス集の作成
　　　　・大学との連携による学問発見講座の開催
　　　　・進路エキスパート養成ワークショップ、考査問題作成研究会の開催
　　　　・進学指導力向上対策（予備校講師の招聘等）
　２　授業力向上の推進
　　　　・授業力向上チームの設置、若手教員授業力向上塾の開催、生徒による授業評価、教育情報フォーラム（教員向けサイト）の利活用
　　　　・授業改善重点実施校を指定し、授業改善を集中的に実施
　　　　・教科別弱点克服プログラムの実施

実行予算

そ の 他

事      業      名 高校生学力向上推進事業

県　単

教育 庁 高校教育

経過年数補 助 金

　教員の指導力向上や生徒の視点に立った指導法の改善等により、生徒の学習意欲を高め、確かな学力を育む。

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け 法定受託事務

国　庫
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事 業
区 分

元気な社会

日本のモデル「福井の教育」

授業力向上

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

2,089

2,089

1,940

144

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　教員のニーズに合ったＤＶＤの作成を継続していくが、高校生学力向上推進事業に整理統合す
る。

見　直　し　額 △ 99 千　円

■ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　日頃忙しい中で研究授業に行くことができない教員にとって、刺激や授業の参考となっている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 99

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 99 教員の指導力向上が図られる。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

△ 95.3%

決 算 額 の 推 移

活動 ＤＶＤ作成授業数

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 99 △ 95.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 99

法定受託事務

[事業目的]

　高校の授業名人等による模範的な授業モデルや独自の教材活用方法などを映像データとして活用し、各教科教員の指導力を向上する。

［事業内容］

　１　優良授業モデルＤＶＤの作成・活用
　　　　・県教育委員会がＤＶＤを作成し、高校等に配付
　　　　・ＤＶＤ視聴および議論・検証による授業改善

　２　大学入試問題解説ＤＶＤの作成・活用
　　　　・難関大学入試問題に対する指導方法を共有
　　　　・進学指導の改善・充実

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 優良授業モデル等実践事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

15,199 14,979

11,147 9,865

8,730 8,795

76 84

74 44

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所属の

方　針

千　円

廃　　止 □ そ の 他

休　　止 □

拡　　充 ■ 縮　　減

一　般　財　源 5

[事業の評価]

その他特定財源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 183

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　企業の現状を把握し職業系高校のカリキュラムに取り入れていくことは、生徒の学習意欲・技能
の向上に有効であり、今後も継続するが、ビジネスマナー等キャリア教育経費を縮減する。

見　直　し　額

□

□

継　　続 □

［活動指標、成果指標に対する評価］

　地元企業の代表等に参画いただき、農業、工業、水産、商業の各学科の授業、教科書等への助言
を得たほか、生徒の長期実習受入れや実習指導などを連携して実施している。

□

特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 14,968

完　　了

終期の見直し

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

整理統合 □

財源内訳

国　　　　　庫 14,963

指標

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

活動

△ 40.5%

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 髙難易度資格取得者数

事業効果 指標

[事業目的]

　職業系高校と産業界の連携を強め、社会から求められるニーズや技術進展に対応した職業教育を充実する。

［事業内容］

　１　産業界等の意見を反映
　　　　・職業系高校で実施する公開授業やカリキュラム等への評価・助言を受け授業等を改善、職業系研究部会における教員研修の充実・補助教材開発への反映

　２　実践的な技術指導の充実
　　　　・企業の生産現場等における実践的長期企業実習を実施
　　　　・企業等から外部講師を招き、実践的技術指導や髙難易度資格の取得促進のための講習会を実施、地域や企業と連携した起業家育成プログラム

　３　社会人基礎力の育成
　　　　・基礎学力養成講座、ビジネスマナー講座などキャリア教育を充実

Ⅰ企業技術者等参画人数 10.5%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 18,606

決 算 額 の 推 移 0.7%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

11.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事      業      名 企業連携型地域産業担い手育成事業 含まれる事業数

法定受託事務

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

日本のモデル「福井の教育」 その他

14,968 20.1%

所　　属 教育 庁 生徒指導・学校同和教育高校教育

補 助 金 経過年数

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

そ の 他

事務区分
事 業
区 分

国　庫 実行予算
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

865

865

706

372

20

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　校外実習や資格取得のための活動を支援することは、生徒の学習意欲や専門性の向上に有効であ
るため、今後も継続するが、資格試験対策セミナー経費を縮減する。

見　直　し　額 △ 88 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　校外実習や資格取得のための活動支援を通じ、農業従事者を目指す生徒の専門性向上が図られて
いる。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 733

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 733

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果 資格試験取得生徒数

事業効果 指標

△ 15.26%

決 算 額 の 推 移

活動 校外実習参加生徒数

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 733 △ 15.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 733

法定受託事務

[事業目的]

　６次産業化や新たな農業の変化に対応できる農業従事者を育てるために、校外に農事組合法人や専業農家と連携し、実践的教育を強化する。

［事業内容］

　１　各農業高校で重点テーマを設定し、各学年で年間を通じた校外実習を強化
　　　　・延べ１５日間
　
　２　資格取得やコンクール出場・入賞のための生徒のグループ活動を支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実践的農業教育強化事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 生徒指導・学校同和教育
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,692 1,322

903 741

903 741

55 64

8 7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

生徒指導・学校同和教育高校教育

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算

所　　属 教育 庁

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他 そ の 他

事務区分

事      業      名 職業系学科教員授業力向上事業 含まれる事業数

法定受託事務

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

決 算 額 の 推 移 △ 17.9%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

△ 21.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 731 △ 9.6%

[事業目的]

　工業や農業、情報等の各技術・技能は急速に変化・進展しており、生徒に対する専門教育の充実のため教員の授業力向上を図る。

［事業内容］

　１　職業系教員集中セミナー
　　　　・夏季休業中の２日間にわたり、教員に対し専門技術講習会等を実施（２類系）

　２　教員短期派遣研修
　　　　・夏季休業中の５日間にわたり、若手・中堅教員に対し県内民間企業や試験研究機関での実技研修を実施

集中セミナー参加人数 58 3.5%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,038

Ⅱ

事業効果 指標 短期派遣研修参加人数 7 △ 6.3% Ⅳ

活動

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

一　般　財　源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 1,038

特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 731

整理統合 ■

財源内訳

国　　　　　庫

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　農業や工業、情報分野の技術・技能の変化・進展に対応した専門教育のためには教員の授業力を
高めることが不可欠であるが、事業を見直し廃止する。

見　直　し　額

□

□

　企業の技術者等による農業生産や工業系土木等に関する教員研修会、企業の製造現場や大学等で
の短期研修を通じ、実習等の技術を高め授業力の向上を図っている。

□

[事業の評価]

職業系学科教員の技術・技能の向上が図られる。

731その他特定財源

千　円

廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

休　　止 □

拡　　充 □ 縮　　減

継　　続 □ 完　　了

－２０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 ■ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

2,543 2,427

2,543 2,427

1,674 1,582

333 308

500 530

6 5

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所属の

方　針

千　円

廃　　止 □ そ の 他

休　　止 □

拡　　充 ■ 縮　　減

一　般　財　源

[事業の評価]

その他特定財源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 241

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　職業系高校の専門教育を充実していくなかで各種大会や課題研究を活用することは日々の生徒の
取組みを活性化する上で有効であるため、今後も継続するが、表彰経費を縮減する。

見　直　し　額

□

□

継　　続 □

［活動指標、成果指標に対する評価］

　工業や農業等の県大会や大会前の講習の実施、課題研究発表のためのふくい職業教育フェアを通
じ、生徒の学習意欲の向上、高度な知識・技能の習得を図っている。

□

特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,040

完　　了

終期の見直し

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

整理統合 □

財源内訳

国　　　　　庫 2,040

指標

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

Ⅰ

活動

△ 16.7%

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 全国大会入賞者数

事業効果 指標 ふくい職業教育フェア参加人数 6.0%

[事業目的]

　職業系高校の学習内容について高校生同士が競い合う場を設け、生徒の学習意欲の向上や高度な知識・技能を持つ生徒の育成を図る。

［事業内容］

　１　全国大会入賞に向けた県大会の開催等
　　　　・工業、農業、商業の各部門の県大会を開催し、北信越大会や全国大会への出場者を選考
　　　　・平板測量、化学、建築およびロボットコンテストの４部門で、全国大会等での上位入賞のため外部専門家を招いたスキルアップ講習を実施

　２　ふくい課題研究合同発表会の開催
　　　　・職業系学科の必須科目である「課題研究」の優良事例について、学科・学校を越えて発表する機会を創設
　　　　・発表を通じ、中学生や保護者・県民に対し職業系高校の魅力を発信

Ⅳ県大会参加選手数 △ 7.5%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,400

決 算 額 の 推 移 △ 5.5%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

△ 2.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事      業      名 職業系生徒発　実習・学習成果発表事業 含まれる事業数

法定受託事務

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

2,040 △ 10.3%

所　　属 教育 庁 生徒指導・学校同和教育高校教育

補 助 金 経過年数

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

そ の 他

事務区分
事 業
区 分

国　庫 実行予算

－２１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

3,791 5,231 5,277

3,791 5,231 5,277

3,335 3,519 3,576

3 6 9

137 161 190

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

そ の 他
　継続性のある実験等は科学技術、理科・数学に対する生徒の意欲高揚に有効であるため、今後も
継続するが、発表会バス借上料等を縮減する。

見　直　し　額 △ 1,699 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

終期の見直し
　授業で取り組むことが難しい継続的な科学実験、課題研究に挑戦することで、より専門的な知
識・思考を伴う理数好きの増加が図られる。

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□

一　般　財　源 4,033

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,033

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

13.9% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

事業効果 指標

3

の推移 成果 課題研究発表会参加者数 202

指標

活動 スーパーサイエンスクラブ指定数 27.8%

3.6%

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

　高校生の知的探究心を伸ばす活動を支援するため、大学や研究機関と連携し、実験等を行うスーパーサイエンスクラブを設置する。

［事業内容］

4,033 5.1%

　１　スーパーサイエンスクラブの設置、活動支援

　２　スーパーサイエンスクラブの定期的な課題報告会、合同課題研究発表会の開催

　３　技術指導・資材開発等の研究支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度

事務区分

自 治 事 務

そ の 他

事 業
区 分

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
4,033 5.1%

その他

国　庫

県　単

所　　属

スーパーサイエンスクラブ設置事業 含まれる事業数

日本のモデル「福井の教育」

[事業目的]

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

実行予算

補 助 金 経過年数福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会

事      業      名

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

庁 高校教育 授業力向上教育

－２２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,285 1,285 982

1,285 1,285 982

957 625 817

134 196 239

2 0 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

そ の 他
　理科・数学への興味・関心を高め、科学技術に対する生徒の意欲高揚に有効であるが、事業内容
を見直すため、廃止する。

見　直　し　額 △ 1,603 千　円

整理統合 ■ 廃　　止 □

終期の見直し
　ふくい理数グランプリによる理数好きの裾野拡大や全国科学オリンピック対策により、理数好き
の増加が図られる。

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充

その他特定財源

□ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

□

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 872

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

Ⅱ

731

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,603

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額

236

の推移 成果 全国科学オリンピック上位入賞者数 0.0%

1,603

△ 2.0%決 算 額 の 推 移

Ⅰ

事業効果 指標

県　単 補 助 金 経過年数

その他

活動 全国科学オリンピック参加者数 22.3%

13.2%２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業終了
予定年度

国　庫事      業      名

法定受託事務

事 業
区 分

実行予算目指せ　全国科学オリンピック事業 含まれる事業数

事務区分
事　業
開　始
年　度

　１　ふくい理数グランプリの開催

　２　全国科学オリンピックの過去問配付や活動事例検証、全国大会直前対策等

そ の 他

[事業目的]

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会

　中高生の理数科目に対する興味・関心を高めるとともに、高校生の全国科学オリンピック等への参加を支援し、本県のサイエンス教育を推進する。

［事業内容］

日本のモデル「福井の教育」

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 13.2%1,603

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上

－２３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

982 982 909 826

982 982 909 826

982 662 687 585

8 7 6 6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

拡　　充

そ の 他
　受賞者をはじめ同世代の生徒、これに続く生徒に対する理数教育の充実を図るため、今後も継続
するが、サイエンス研修旅行は廃止する。

見　直　し　額 △ 46 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

□

終期の見直し
　受賞者から「南部先生は大きな目標。将来、南部先生のような科学者になりたい」との声が聞か
れるなど、今後の研究意欲を強く後押しすることができている。

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

その他特定財源

■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 461

[事業の評価]

　生徒のサイエンスに対する興味・関心や知的探求心をより一層高めることにより、先
端科学技術の発展に寄与できる人材の育成につながる。

財源内訳

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 461

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

活動

461

決 算 額 の 推 移

Ⅳ

事業効果 指標

２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

△ 14.6%

受賞数

当 初 予 算 額 の 推 移 △ 15.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

△ 8.9%

事      業      名 ふくいサイエンス顕彰事業 実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

461 △ 15.2%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分

自 治 事 務

教育 庁 高校教育

事務区分
事業終了
予定年度

授業力向上

　南部陽一郎博士のノーベル物理学賞受賞を記念した表彰制度を創設し、理科・数学（以下、サイエンス）の研究発表やコンテストにおいて優秀な成績を収めた県内の中学生・高校生等を表彰するととも
に、表彰された生徒の紹介のほか先進的研究施設等における講義や実習の経験により、生徒のサイエンスに対する興味・関心や知的探究心をより一層高める。

所　　属

　１　南部陽一郎記念ふくいサイエンス賞
　　　　　・対象者　　　理科・数学における研究発表またはコンテストにおいて優秀な成績を収めた中学生、高校生等
　　　　　・表彰数　　　中学生部門、高校生部門
　　　　　・選考方法　　学校長から推薦を受けたものを調査員が調査し、選考委員会で選考
　　　　　・表彰時期　　平成２６年度末

　２　受賞案件の普及啓発
　　　　　・受賞者、受賞内容を紹介するリーフレットの作成（県ホームページで公開）

経過年数

その他 法定受託事務

国　庫含まれる事業数
事 業
区 分

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

［事業内容］

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

[事業目的]

－２４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 授業力向上

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井テクノロジーアカデミー事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　高校生の理工系大学への志願者を支援し、将来の本県産業を支える人材を育成するために、理科教員の専門性向上を図る。

［事業内容］

　１　先端技術者によるキャラバン講演会開催

　２　分野別特別講義「テクノロジーゼミ」、グローバル企業や理工系大学での「テクノロジーキャンプ」開催

　３　大学と連携した教員レベルアップ研修実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 7,491 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,680 0.0%

決 算 額 の 推 移

活動 基礎研究ゼミ、企業実践演習受講者数 90

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,680 　受講生に専門分野の講義・実験等を行うゼミや企業・大学等における研修を通して
将来の進路選択に役立てさせる。

財源内訳

国　　　　　庫 3,680

その他特定財源

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　福井大学および県内企業とタイアップして福井に携わることができる技術を学ばせ、人口減少時
代に、明確な目的意識をもって技術系の進路選択を行い、福井に残り福井の産業を支える人材の育
成を図っている。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県内のものづくり産業に貢献する人材を育成するためには、継続的な指導が必要であるため、今
後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－２５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,670 4,190 3,723 3,203

4,670 4,190 3,723 3,203

4,005 3,672 3,333 2,776

99.5% 99.5% 99.7% 99.8%

39.4% 33.4% 32.6% 35.9%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

拡　　充

そ の 他
　就職内定率の向上と離職率の低下を図るため、今後も継続するが、インターンシップ企業訪問経
費を縮減する。

見　直　し　額 △ 279 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

□

終期の見直し
　就職内定率の向上や離職率の低下に向けた取組みにより、水準向上につながっている。

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

その他特定財源

■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 2,767

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

Ⅲ

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,767

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分

３月末現在（県立高校合計）

の推移 成果 卒業後３年間での離職率 △ 2.5% 労働局調べ

活動

2,767

決 算 額 の 推 移

Ⅱ

事業効果 指標

２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

△ 11.4%

就職内定率

当 初 予 算 額 の 推 移 △ 12.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

0.1%

事      業      名 高校生就職支援事業 実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

2,767 △ 12.3%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分

自 治 事 務

教育 庁 高校教育 生徒指導・学校同和教育

事務区分
事業終了
予定年度

　高校生の就職内定率向上と離職率の低下を図るため緊急的な取組みを実施し、県立高校生の就職を支援する。

所　　属

　１　就職内定率向上に向けた取組み
　　　　・教員や就職支援コーディネーターが企業を訪問し、求人の確保依頼を強化
　　　　・県内企業への就職促進に向け、職業学科や総合学科設置校のほか定時制７校、就職者の多い普通科設置校５校の２年生を中心にインターンシップを実施
　　　　・未内定のまま卒業した生徒に対する教員や就職支援コーディネーターによるきめ細かな就職相談を実施

　２　離職率低下に向けた取組み
　　　　・教員や就職支援コーディネーターが卒業１年以内の卒業生全員に対する就職先企業への訪問や電話連絡を実施（卒業生の就労状況、企業側の要望等を把握）

経過年数

その他 法定受託事務

国　庫含まれる事業数
事 業
区 分

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

［事業内容］

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

[事業目的]

－２６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

2,065 1,918 1,398 1,251

2,065 1,918 1,398 1,251

1,804 1,822 1,323 1,196

679 633 550 502

4,284 4,864 5,892 5,948

21% 23% 31% 30%

83.3% 88.2% 84.3% 88.4%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円△ 113

　特別支援学校の生徒の就職活動についてきめ細かな対応が不可欠であるため、今後も継続する
が、現場実習経費を縮減する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□ □□ 廃　　止整理統合 そ の 他

一　般　財　源 1,112

[事業の評価]

拡　　充 ■

□

国　　　　　庫

完　　了

予　算　額　（単位：千円）

縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

財源内訳 その他特定財源

所属の

方　針

1,112

□

事業開始後の見直し状況

終期の見直し

継　　続 □ 休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□
　特別支援学校高等部の生徒を対象とした就職前教育の充実により、卒業者の就職率上昇が図られ
ている。

□

特　記　事　項

Ⅰ

Ⅱ

区　　　　　　分 平成２６年度予算額

指標 一般企業への就職を希望する生徒の就職率 2.1%

計 画 の 達 成 状 況

指標

1,112

13.7%

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

Ⅳ

11.9%

の推移 成果 卒業者の就職率

事業効果

結果分類

現場実習延日数

1,112

決 算 額 の 推 移 △ 12.0%

当 初 予 算 額 の 推 移 △ 14.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

福井新々元気宣言に
おける位置付け

Ⅰ

活動 職場見学者数 △ 9.5%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
△ 14.0%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

　１　現場実習の実施(事業所等の現場実習)

　２　進路指導の充実（「ともに働く」就労応援事業説明会の実施、職場見学会の実施）

　３　卒業後支援の充実（卒業生職業生活相談会の実施、卒業生ケース会議の開催、卒業生巡回職場訪問）

その他 法定受託事務

事 業
区 分

［事業内容］

特別支援・発達障害児教育

[事業目的]

　心身障害児の社会参加、職業自立を推進するため、特別支援学校高等部の職業教育を改善、充実するとともに進路指導を強化する。

事務区分

事      業      名 障害児いきいき社会自立推進事業 国　庫 実行予算含まれる事業数 自 治 事 務
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

経過年数補 助 金県　単

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育

－２７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S50 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

577 481 469 374

577 481 469 374

577 481 389 299

203 229 233 181

76.1% 72.5% 76.1% 75.4%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□

そ の 他

見　直　し　額 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □
　特別支援教育に携わる教員に対する継続的な専門知識の付与、特別支援学校教員の免許保有率の
向上のため、今後も継続する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

終期の見直し

継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

拡　　充

その他特定財源

縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

■

平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 277

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 277 １４年度で長期研修を完了し、１５年度から専門性向上研修を開始

区　　　　　　分

特別支援教育免許保有率

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

△ 0.2% 特別支援学級を含む Ⅲ

事業効果 指標

の推移 成果

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

短期研修 Ⅲ

自 治 事 務特別支援教育担当教員養成派遣事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

活動 研修報告会参加者数 △ 2.6%

　（短期研修）
　　派遣教員：１人　派遣期間：６０日間　派遣先：国立特別支援教育総合研究所

　（専門性向上）
　　派遣教員：特別支援学校２人　派遣期間：６０日間　派遣先：国立特別支援教育総合研究所

277 △ 16.3%

決 算 額 の 推 移 △ 19.6%

法定受託事務

[事業目的]

　特別支援学級を担当している中堅教員を専門機関に派遣し、専門的な知識および技能の習得を図る。
　また、特別支援学校教員を専門機関に派遣し専門的な知識および技能の習得を図り、特別支援学校教員の免許保有率を高めるとともに、特別支援教育の充実を図る。

［事業内容］

事務区分福井新々元気宣言に
おける位置付け その他 そ の 他

事      業      名

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 277 △ 16.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移
目標値、指標の積算根拠等

経過年数

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

　特別支援学校教員の免許保有により各校の専門性が向上するとともに研修報告会で参加者に研修
成果を伝達し、専門的な知識および技能の習得が図られている。

特別支援・発達障害児教育所　　属 教育 庁

実行予算

県　単 補 助 金

高校教育

－２８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

267 244 227 216

267 244 227 216

239 203 167 126

1 1 1 1

3 2 1 1

44 40 38 38

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

特別支援・発達障害児教育所　　属 教育 庁 高校教育

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 医療的ケアサポート推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

　１　医療的ケアに関する運営協議会
　　　　年１回開催、専門家による医療的ケアの実施体制について点検・指導

　２　医療的ケアに関する特別支援学校担当者会
　　　　年２回開催、事例等を情報交換
　
　３　特別支援学校の教員・看護師に対する研修
　　　　教員研修・看護師研修それぞれ年１回

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け 法定受託事務

[事業目的]

　特別支援学校において、教員が看護師と連携・協力して医療的ケアが行えるよう教員研修を実施するとともに、医療的ケアの実施体制を点検・指導するための運営協議会を設置する。

［事業内容］

その他 そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 208 △ 6.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 208

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

△ 6.0%

決 算 額 の 推 移 △ 19.1%

△ 20.8%

目標値、指標の積算根拠等

医療的ケアサポート連絡会議開催 1 0.0%

の推移 成果 医療的ケアに係る研修参加者数 30

Ⅱ

事業効果 指標 医療的ケアに係る研修会開催 1

Ⅳ△ 8.8%

Ⅳ

活動

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 208

財源内訳 その他特定財源

[事業の評価]

一　般　財　源 208

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

　児童・生徒の生命にかかわる医療的ケアに当たっては正確な知識の習得が必要であり、看護師が
行う医療的ケアの内容を理解し適切な教育支援を児童・生徒に行うため、今後も継続する。

見　直　し　額

□

縮　　減 終期の見直し□

完　　了

千　円

□ そ の 他

　医療的ケアを必要とする児童・生徒の重度化が進んでおり、運営協議会が運営指針決定に重要な
役割を果たしている。

■ 継　　続 □ 休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
廃　　止□ 整理統合 □

－２９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,185 3,702 3,421 2,254

4,185 3,702 3,421 2,254

3,863 2,923 3,000 2,188

3,238 2,928 2,949 3,292

71.3% 75.4% 77.5% 75.3%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 整理統合 □
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　巡回相談や発達障害に対する地区別・学校別研修会の開催等により、通常学級に在籍する発達障
害等のある児童・生徒等に対し適切な教育的支援が行われているため、今後も継続するが、セン
ター的機能推進研究協議会経費を廃止する。 見　直　し　額 △ 111

廃　　止 □

縮　　減 終期の見直し

□ 完　　了

□

休　　止

千　円

そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■
　特別支援教育センター、嶺南教育事務所特別支援教育課および各特別支援学校の巡回相談によ
り、地域の幼稚園や保育園、小・中学校の障害のある児童・生徒等について適切な助言、指導が行
われている。 □ 継　　続 □

予　算　額　（単位：千円） 2,124

その他特定財源

[事業の評価]

公開研修講座、特別支援教育コーディネータ養成研修を２２年度で完了
自閉症のための地区別指導者研修会（２３年度のみ）

特別支援教育センターによる学習障害児等への巡回相談（２４年度～）

国　　　　　庫

一　般　財　源 2,124

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

1.9% 特別支援学級は含まない

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

の推移 成果 特別支援学校教諭免許保有率 Ⅱ

指標

Ⅱ

事業効果 指標

活動 巡回相談受理数 0.9%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

△ 14.8%

決 算 額 の 推 移 △ 16.3%

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,124 △ 14.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,124

法定受託事務

[事業目的]

　通常の学級に在籍しながら個別の指導を必要とする児童・生徒（学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等）を対象に、一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行うために、県特
別支援教育センターを中心として嶺南教育事務所、特別支援学校が積極的に学校等を支援する体制の整備を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

　１　巡回相談の実施
　２　センター的機能推進協議会の開催
　３　免許法認定講習の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 発達障害児教育推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」

特別支援・発達障害児教育所　　属 教育 庁 高校教育

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－３０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,276 1,160 1,044 926

1,276 1,160 1,044 926

1,276 1,073 939 809

381 492 401 469

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 特別支援・発達障害児教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 特別支援学校スクールカウンセラー等の外部専門家活用事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　特別支援学校に在籍する児童・生徒の重度化、多様化への対応や教員の専門性の向上を図るため、スクールカウンセラーや言語療法士などによる定期的な巡回指導、校内研修を実施する。

［事業内容］

　１　スクールカウンセラー等の専門家の巡回指導

　２　スクールカウンセラー等によるケース会議、校内研修の実施

　３　ケース事例やその指導方法、内容を電子化することによる情報共有化

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 821 △ 10.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 821 △ 10.4%

決 算 額 の 推 移 △ 14.1%

活動 カウンセリング件数 9.2% Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 821 　児童・生徒それぞれの特性に応じたカウンセリングや教員への事例研修により、的
確な教育指導が可能となる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 821

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　スクールカウンセラーをはじめ理学療法士、作業療法士、言語療法士などの専門家による巡回指
導や教員への専門研修は、児童・生徒が精神的に安定した学校生活を送る上で不可欠である。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　特別支援学校に在籍する児童・生徒の重度化、多様化が進む中、専門家による個別指導やその教
員への普及は重要であるため、今後も継続するが、巡回指導・研修経費を縮減する。

見　直　し　額 △ 278 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H24 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

2,705 2,417

2,705 2,417

1,326 1,248

11,714 12,717

2 5

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 特別支援・発達障害児教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 特別支援教育支援体制構築事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　特別な支援が必要となる可能性のある子どもおよび保護者に対する情報提供や教育相談を充実し、柔軟できめ細かな対応が可能となる支援体制を構築する。

［事業内容］

　１　市町における就学相談の充実
　　　　・特別支援教育センターや嶺南教育事務所による発達検査や教育支援計画等の作成等の就学相談
　　　　・市町就学指導委員や就学事務担当者等による連絡協議会の開催

　２　特別支援教育推進協議会の開催
　　　　・就学前から就学後を見据えた県内の特別支援教育全般について、学識経験者や学校教育関係者による推進会議で検討

　３　教育相談パンフレットの作成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,558 △ 2.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,558 △ 2.4%

決 算 額 の 推 移 △ 5.9%

活動 市町での教育相談等回数 8.6% Ⅰ

事業効果 指標 連絡協議会開催回数 150.0% Ⅰ

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 2,558 特別な支援を必要とする子どもおよび保護者に対し、柔軟できめ細かな支援体制が
構築される。

財源内訳

国　　　　　庫 2,558

その他特定財源

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　就学前の子どもを対象とした教育相談等を実施することできめ細かな対応を検討することができ
るほか、就学指導を的確に実施する上で必要となる保護者の意向も早期に確認することができる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　特別支援教育の推進には障害のある幼児・児童・生徒に対する支援体制の整備、相談会・研修会
による専門的指導等が重要であるため、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,549

3,566

75

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 特別支援・発達障害児教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 地域で学び育てる特別支援教育モデル事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　地域の人々や学校との交流を通し、特別支援学校の児童生徒が学べる場を広げ、職業教育を核とした本県独自のモデルを確立する。

［事業内容］

　１　地域での職業教育の充実
　　　　・特別支援学校と域内高校の生徒が共同で地域の特色を活かした職業教育を実施

　２　児童生徒が暮らす地域の小中学校での交流促進
　　　　・児童生徒の自宅がある地域の小中学校児童生徒との交流

　３　学校同士の交流
　　　　・特別支援学校と域内の幼、小、中、高校との交流

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,981 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,981 0.0%

決 算 額 の 推 移 0.0%

活動 交流および共同学習実施回数

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,981 交流および共同学習の実施により、インクルーシブ教育の推進が図られている。

財源内訳

国　　　　　庫 4,981

その他特定財源

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　交流および共同学習の実施により、インクルーシブ教育の推進が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　特別支援学校と域内の幼、小、中、高校との交流を行うことは、インクルーシブ教育の推進に資
するため、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 特別支援・発達障害児教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「ともに働く」就労応援事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　高校および特別支援学校の生徒が行う企業実習のサポートを充実し、地元企業や農業分野への一般就労を促進する。

［事業内容］

　１　就労援助（高校および特別支援学校生徒が行う企業実習のサポート）

　２　職場開拓（新規求人開拓、実習受入先企業の確保）
　
　３　検証会議の実施（先進県視察および県内関係機関による就労支援検討協議会の開催）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 7,898 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 7,898 0.0%

決 算 額 の 推 移

活動 企業実習サポート実施生徒数 36

事業効果 指標

の推移 成果 就職内定率（サポート実施の３年生） 88.5 （３年生就職者数／３年生企業実習サポート実施生徒数）×１００

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 7,898 交流および共同学習の実施により、インクルーシブ教育の推進が図られている。

財源内訳

国　　　　　庫 7,174

その他特定財源 724

一　般　財　源

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　高校および特別支援学校の生徒が行う企業実習のサポートや職場開拓を充実し、地元企業等への
一般就労が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　高校および特別支援学校の生徒が行う企業実習のサポートを充実し、地元企業等への一般就労を
促進させるため、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S42 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 48 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

227 276 276 276

227 276 276 276

243 249 231 238

20 20 20 20

3 3 3 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 特別支援・発達障害児教育

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県心身障害児就学指導委員会 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　各特別支援学校への入学判断や市町就学指導委員会への助言を通じ、障害児一人ひとりの特性を考慮した進路決定を支援する。

［事業内容］

　１　県立特別支援学校への入学適否の判断

　２　市町就学指導委員会への助言、市町担当職員の育成等

　３　障害児の就学に関する諸問題の検討

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 276 5.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 276 5.4%

決 算 額 の 推 移 △ 0.6%

活動 委員数 20 0.0% Ⅱ

事業効果 指標 開催回数 3 0.0% Ⅱ

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 276 報酬対象委員１名増加（２３年度～） 特別支援学校への入学適否の判断が適切になされる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 276

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　市町就学指導委員会と連携し特別支援学校への入学者に対する就学指導・相談等を行った上で、
その入学を適切に判断している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　特別支援学校への入学を適切に判断するとともに障害児の就学に関する問題を検討するため、今
後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３５－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ □ S62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 28 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

475 475 420 420

475 475 420 420

475 475 420 420

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 教育 庁 高校教育 高校改革推進

事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 社会教育指導管理費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　社会教育団体の活動を支援し、社会教育の振興を図る。

［事業内容］

　１　社会教育団体への補助

　２　第６４回全国高等学校ＰＴＡ連合会大会への補助

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 5,020 270.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,020 270.9%

決 算 額 の 推 移 △ 3.9%

活動 全国大会参加者数 9,536

事業効果 指標

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 5,020 県高等学校ＰＴＡ連合会への委託事業廃止（２２年度～） 社会教育団体活動の充実が図られている。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 5,020

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　社会教育に積極的な活動を行う団体を支援することで、地域の活性化につながっている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　全国大会は平成２６年度に完了するが、団体への補助は、社会教育の振興を図るため、今後も継
続する。

見　直　し　額 △ 4,687 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３６－


